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建設工事に係る設計業務委託積算価格算定要領について（通知） 

 

標記について、防衛省が実施する建設工事（工事の実施細目について（防整技第７

１６７号。２８．３．３１）第２第１号に規定する建設工事をいう。）のうち建築工

事、設備工事及び通信工事に係る設計業務委託の積算価格算定については、国土交通

省大臣官房官庁営繕部が制定した「官庁施設の設計業務等積算基準」及び「官庁施設

の設計業務等積算要領」（以下「積算基準等」という。）を適用することとし、土木

工事に係る設計業務委託の積算価格算定については、別紙第１、総合設計業務委託の

積算については別紙第２のとおり定め、令和６年７月１日以降の入札公告から適用す

ることとしたので通知する。 

ただし、積算基準等に記載されている「設計業務委託料」は「積算価格」に、「業

務価格」は「設計費」に、「技術料等経費」は「技術経費」に読み替えるものとする。 

なお、この通知の実施に関し必要な事項については、整備計画局施設整備官が別に

定めるものとし、建設工事に係る設計業務委託積算価格算定要領について（防整技第

７１７１号。２８．３．３１）は、令和６年６月３０日限りで廃止する。 

 

 

 

 

 

添付書類：別紙第１及び別紙第２ 

配布区分：施設計画課長、施設整備官、提供施設計画官 



土木工事に係る設計業務委託積算要領 

 

 

１ 適用範囲 

この要領は、自衛隊施設等の土木工事に係る設計業務を委託する場合の積算価格の算定に 

適用する。 

  

 

２ 積算価格の構成 

 

 

 

３ 積算価格構成費目の内容 

（１）直接原価 

直接原価は、直接人件費及び直接経費からなる。 

ア 直接人件費 

直接人件費とは、業務処理に従事する技術者の人件費とする。 

  

イ 直接経費 

直接経費は、業務処理に必要な経費で、事務用品費、旅費交通費、業務成果品費、電 

子計算機使用料及び機械器具損料、特許使用料、製図費等とする。 

 

（２）その他原価 

その他原価は、間接原価及び直接経費（積上計上するものを除く。）からなる。 

ア 間接原価 

間接原価は、当該業務担当部署の事務職員の人件費及び福利厚生費、水道光熱費等の 

経費とする。 

 

 

別紙第 1 



（３）一般管理費等 

一般管理費等は、業務を処理する建設コンサルタント等における経費等のうち直接原価、 

間接原価以外の経費で、一般管理費及び付加利益とする。 

 

（４）消費税等相当額 

消費税等相当額は、消費税法及び地方税法に基づく額とする。 

 

 

４ 積算価格の算定 

  積算価格は、次式により算定する。 

   積算価格＝（設計費）＋（消費税等相当額） 

＝｛（直接人件費）＋（直接経費）＋（その他原価）＋（一般管理費等）｝ 

                       ＋（消費税等相当額） 

 

 

５ 設計変更の積算 

  設計変更の積算は、次式により算定する。 

   設計変更積算価格＝（設計変更設計費）＋（消費税等相当額） 

設計変更設計費＝｛（直前の契約額）／（直前の積算価格）｝×（設計変更積算額） 

 

なお、（設計変更積算額）とは、変更設計において積算された設計費をいう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別紙第２ 

 

 

総合設計業務委託の積算について 

 

総合設計業務委託とは、建築、土木、設備又は通信のいずれか２以上の設計業務委託を総合

して単一の設計業務委託として発注する設計業務委託をいい、この積算価格は各設計業務委託

毎の設計費の合計額に、消費税等相当額を加算した額とする。 


